
北海道告示第10052号

北海道が令和６年度において補助金等を交付する事務又は事業、補助対象経費、補助率等を次のとおり定める。

令和７年１月22日

北海道知事 鈴木 直道

（保健福祉部所管分 その27）

補助金等を交付する事 交付申請書に添 実績報告書に添 交付申請書の提 補助金等の交

務又は事業の名称及び 補助対象者 補 助 対 象 経 費 補 助 率 等 付すべき関係書 付すべき関係書 出部数、提出期 付に関する権 摘 要

その目的又は趣旨 類 類 限及び提出先 限の委任

１ 有床診療所等スプリンク 市町村等（地方 平成26年10月に公布された消防法 スプリンクラー 保福第１の２号様式 保福第１の30号様式 提出部数 １部

ラー等施設整備事業 独立行政法人及び 施行令の一部を改正する政令（平成 整備については、 保福第１の16号様式 保福第１の31号様式 提出期限 別に指示す

地方公共団体の組 26年政令第333号）等により新たに ２分の１以内 保福第１の18号様式 保福第467号様式 る日

病院、有床診療所及び入 合を含む。）、医療 スプリンクラー設備等を整備する義 自動火災報知設 保福第１の20号様式 別に指示する様式 提 出 先 保健福祉部

所施設を有する助産所にお 法人、社会福祉法 務の生じた施設、若しくは設置する 備整備について 保福第467号様式 地域医療推

いて、防火設備を整備する 人、その他知事が 義務は生じていないが、防災対策の は、10分の10（定 別に指示する様式 進局医務薬

ことにより、医療機関の防 適当と認める者 ために自主的に整備を実施する施設 額） 務課

火体制の充実及び強化を図 が設備を整備するために必要な次に

ることを目的として、予算 掲げる経費 寄附金その他

の範囲内において補助す の収入金がある

る。 １ スプリンクラー（パッケージ型 ときは、補助金

自動消火設備及び消防法施行令第32 等の額の算定に

条の規定によりスプリンクラー設備 当たり、当該寄

の代替設備を含む。）整備のために 附金その他の収

必要な工事費又は工事請負費 入金の控除等を

２ 自動火災報知設備整備のために 行う。

必要な工事費又は工事請負費

ただし、次に掲げる費用につい

ては、補助の対象外とする。

(1)土地の取得又は整地に要する費

用

(2)門、柵、塀及び造園工事並びに

通路敷設に要する費用

(3)設計その他工事に伴う事務に要

する費用

(4)既存建物の買収に要する費用

(5)その他の整備費として適当と認

められない費用



２ 訪問薬剤管理指導実施体 一般社団法人北 一般社団法人北海道薬剤師会が行 10分の10以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式 提出部数 １部

制整備促進事業費補助金 海道薬剤師会 う訪問薬剤管理指導実施体制整備促 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式 提出期限 別に指示す

進事業に要する経費のうち、次に掲 寄附金その他 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式 る日

北海道の在宅医療におけ げるもの。 の収入金がある 保福第１の20号様式 提 出 先 保健福祉部

る適切な薬物療法を推進す ときは、補助金 保福第１の32号様式 地域医療推

るため、予算の範囲内で補 需用費（印刷製本費、資料購入費）、 等の額の算定に 別に指示する様式 進局医務薬

助する。 会場使用料、役務費（通信運搬費等）、 当たり、当該寄 務課

報償費、旅費 附金その他の収

入金の控除等を

行う。


